
2026年７月28日（火曜日）
午前10時（受付開始：午前９時15分）
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第１号議案　剰余金の処分の件
第２号議案　補欠監査役１名選任の件
第３号議案　役員賞与支給の件
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日時

場所

定時株主総会

招集ご通知
第76期
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証券コード7435
（発送日）2026年７月13日

（電子提供措置の開始日）2026年７月６日

株主各位
名古屋市中区古渡町９番27号

代表取締役社長 進 藤 大 資
第76期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
さて、当社第76期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイ

トに電子提供措置事項を掲載しております。
①【当社ウェブサイト】

https://www.nadex.co.jp/
（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「IR情報」「株主総会」を順に選択
して、「第76期定時株主総会」欄よりご確認ください。）

②【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に当社名または「コード」に
当社証券コードを入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦
覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）
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なお、当日ご出席おさしつかえの場合は、インターネットまたは書面（郵送）によって議決権
を行使することができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討くださいまして、
2026年７月27日（月曜日）午後５時30分までに議決権を行使くださいますようお願い申し上
げます。

敬 具

記
1. 日 時 2026年７月28日（火曜日）午前10時（受付開始 午前９時15分）
2. 場 所 名古屋市中区古渡町９番27号

当社本社会議室
3. 株主総会の目的事項

報告事項 1 第76期（2025年５月１日から2026年４月30日まで）事業報告の内容、連
結計算書類の内容ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結
果報告の件

2 第76期（2025年５月１日から2026年４月30日まで）計算書類の内容報告
の件

決議事項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 補欠監査役１名選任の件
第３号議案 役員賞与支給の件

4. 議決権行使に関する事項
（１）書面により議決権を行使された場合の議決権行使書において、各議案に賛否の表示

がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取扱いいたします。
（２）インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われた議決権

行使を有効なものとしてお取扱いいたします。
（３）書面とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネット

による議決権行使を有効なものとしてお取扱いいたします。

以 上
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〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ
うお願い申し上げます。また、資源節約のため、本招集ご通知をご持参くださいますようお願
い申し上げます。

◎株主様へのお土産はご用意しておりません。

◎本株主総会では、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様には電子提供措置事項を記載
した書面をお送りしております。なお、法令および当社定款第15条の規定に基づき、次の事
項を除いております。したがいまして、当該書面は監査報告を作成するに際し、監査役および
会計監査人が監査をした書類の一部であります。
①業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況
②連結株主資本等変動計算書
③連結注記表
④株主資本等変動計算書
⑤個別注記表

◎電子提供措置事項に修正すべき事項が生じた場合には、掲載している各ウェブサイトに修正内
容を掲載いたします。

◎当日はノーネクタイの「クールビズ」スタイルにてご対応させていただきますので、軽装にて
ご出席くださいますようお願い申し上げます。



システム等に関する
お問い合わせ

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部
0120-173-027（受付時間：午前９時～午後９時）
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議決権行使についてのご案内
株主総会へのご出席

同封の議決権行使書用紙をご持参いただき、会場受付にご提出ください。
また、資源節約のため本株主総会招集ご通知をご持参くださいますようお願い
申し上げます。

開催日時 2026年７月28日（火曜日）午前10時00分（受付開始午前９時15分）

書面によるご行使
同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、行使期限までに到着するよ
うご返送ください。議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、
賛成の意思表示をされたものとして取扱わせていただきます。

行使期限 2026年７月27日（月曜日）午後５時30分到着分まで

インターネットによるご行使
当社議決権行使サイト（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスしていただ
き、行使期限までに賛否をご登録ください。
詳細は、次頁の「インターネット等による議決権行使のご案内」をご参照くだ
さい。

行使期限 2026年７月27日（月曜日）午後５時30分入力完了分まで

議案につき賛否の表示のない場合は、賛成の意思表示があったものとしてお取扱いいたします。
書面と電磁的方法（インターネット）を重複して議決権を行使された場合は、電磁的方法（インターネット）による議決権行使を有
効なものといたします。
電磁的方法（インターネット）で複数回議決権行使をされた場合は、最後の議決権行使を有効なものといたします。
代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主１名を代理人として株主総会にご出席いただけます。ただし、代
理権を証明する書面のご提出が必要となりますのでご了承ください。
電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただきます。



インターネット等による議決権行使のご案内

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワー
ドを入力することなく、議決権行使サイトにログイ
ンすることができます。

議決権行使サイト
https://evote.tr.mufg.jp/

議決権行使書用紙に記載のQRコードを読取
ってください。 議決権行使サイトにアクセスしてください。

「ログインID・
仮パスワード」を入力

「ログイン」をクリック

議決権行使書用紙に記載された「ログイン
ID・仮パスワード」を入力しクリックしてく
ださい。

以降は画面の案内に従って
賛否をご入力ください。

※操作画面はイメージです。

※�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力くだ
さい。２

１ １

２

3

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法
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株主総会参考書類

議案および参考事項
第１号議案 剰余金の処分の件

当期の剰余金の処分につきましては、株主の皆様への継続的かつ安定的な配当を基本とし
つつ収益状況、財務体質ならびに今後の事業展開などを勘案し、以下のとおりとさせていた
だきたいと存じます。
１．期末配当に関する事項
（1） 配当財産の種類

金銭
（2） 配当財産の割当に関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき20円
総額 167,428,280円

（3） 剰余金の配当が効力を生ずる日
2026年７月29日

これにより、中間配当金（１株につき11円）を含めました当期の年間配当金は、１
株につき31円となります。

２．剰余金の処分に関する事項
（1） 増加する剰余金の項目およびその額

別途積立金 150,000,000円
（2） 減少する剰余金の項目およびその額

繰越利益剰余金 150,000,000円
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第２号議案 補欠監査役１名選任の件
法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、あらかじめ補欠監査役１名の選

任をお願いしたいと存じます。
なお、本議案につきましては、あらかじめ監査役会の同意を得ております。
補欠監査役候補者は次のとおりであります。
氏 名
(生 年 月 日) 略歴、地位および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式の数

市
いち

原
はら

裕
ひろ

也
や

（1960年７月２日生）

1985年10月 監査法人丸の内会計事務所（現 有限責任
監査法人トーマツ）入所

1989年４月 公認会計士登録
1997年８月 監査法人トーマツ（現 有限責任監査法人

トーマツ）社員
2000年10月 トーマツコンサルティング株式会社（現

合同会社デロイトトーマツ）代表取締役社
長

2010年10月 同社合併によりデロイトトーマツコンサル
ティング株式会社（現 合同会社デロイト
トーマツ）取締役

2012年１月 市原裕也公認会計士事務所所長（現任）
2012年２月 株式会社ダイテックホールディング取締役
2015年７月 当社監査役
2023年７月 当社監査役退任

［重要な兼職の状況］
エム・ユー・ティ・ビジネスアウトソーシング株式会社社
外監査役

―

(補欠の社外監査役候補者とした理由）
市原裕也氏は、監査法人トーマツ（現 有限責任監査法人トーマツ）の社員として培われた専門的な知識・経
験等を、当社の監査体制に生かしていただくため、補欠の社外監査役候補者といたしました。
（注）1. 候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

2. 候補者は、補欠の社外監査役候補者であります。なお、候補者の選任をご承認いただき、監査役に
就任した場合、東京証券取引所の定めに基づく独立役員となる予定であります。

3. 社外監査役としての独立性および社外監査役との責任限定契約について
① 候補者は、当社または当社の特定関係事業者から多額の金銭その他の財産（監査役としての報酬

を除く。）を受ける予定はなく、また過去２年間に受けていたこともありません。
② 候補者は、当社または当社の特定関係事業者の業務執行者または役員の配偶者、三親等以内の親

族その他これに準ずるものではありません。
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③ 候補者の選任をご承認いただき、監査役に就任した場合、定款第36条の規定に基づき、候補者と
の間で責任限定契約を締結する予定であります。なお、当該責任限定契約の内容の概要は会社法
第423条第１項の責任について、善意でかつ重大な過失がない時は、法令に定める額を負担の限
度額とするというものであります。

4. 当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し
ており、本議案において候補者の選任をご承認いただき、監査役に就任した場合には、当該保険契
約の被保険者となります。当該保険契約により、被保険者がその職務の執行に関し責任を負うこと
または当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずる損害を補填することとしており、
2026年７月に更新する予定であります。

第３号議案 役員賞与支給の件
当期末現在の取締役６名（うち社外取締役２名）および監査役３名に対し、当期の業績等

を勘案して役員賞与総額34,200,000円（取締役分31,027,000円（うち社外取締役分
1,456,000円）、監査役分3,173,000円）を支給することといたしたいと存じます。
なお、取締役に対する賞与支給については、事業報告の「３．会社役員に関する事項（4）

取締役の報酬等」に記載の基本方針に基づいて決定しており、相当であると判断しておりま
す。

以 上
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事業報告（2025年５月１日から2026年４月30日まで）

1. 企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過およびその成果
当連結会計年度における我が国経済は、堅調な企業収益を背景に雇用・所得環境が改善し、各

種政策の効果が期待される中で、設備投資に持直しの動きがみられるなど緩やかな回復基調で推
移いたしました。世界経済につきましては、先進国を中心に持直しの動きが継続しております
が、中東情勢やウクライナ情勢などの地政学的リスク、物価動向や米国の通商政策の影響、金融
資本市場の変動など、景気の先行きは依然として不透明な状況で推移いたしました。
当社グループの主要得意先である自動車関連企業につきましては、国内市場では販売台数が前

年同期並みとなり、海外市場では順調に販売台数を増やしてきた電気自動車（EV）に一服感が
みられました。
このような経済環境のもとで当社グループは、2027年４月期を最終年度として策定いたしま

した新たな中期経営計画に基づき、人手不足や人件費の高騰、環境問題への対応などの顧客課題
に最適なソリューションの提案ができるグループ体制の構築を推進し、ソリューションの質の向
上・領域の拡大を図ることで、収益性の向上、新業界・新分野の開拓を進めております。
この結果、当連結会計年度の業績につきましては、売上高は368億３千８百万円と前連結会計

年度に比べ５千２百万円（△0.1％）の減収となりましたが、営業利益は11億１千９百万円と前
連結会計年度に比べ３億５千６百万円（46.7％）、経常利益は12億７千万円と前連結会計年度に
比べ３億７千５百万円（41.9％）、親会社株主に帰属する当期純利益は６億５千９百万円と前連
結会計年度に比べ４億７百万円（162.0％）のそれぞれ増益となりました。
セグメントの業績は、次のとおりであります。

（日本）
日本につきましては、自動車関連企業向け生産設備の売上が減少したことなどにより、売上高

は270億７千９百万円と前連結会計年度に比べ28億６千１百万円（△9.5％）の減収となりまし
たが、前連結会計年度には受注損失引当金繰入額を計上していたことなどにより、営業利益は８
億２千１百万円と前連結会計年度に比べ１億５千９百万円（24.0％）の増益となりました。
（北米）
北米につきましては、前年に実施したM&Aに伴う連結子会社の増加などにより、売上高は68

億１千４百万円と前連結会計年度に比べ30億３百万円（78.8％）の増収となり、営業利益は１
億４千８百万円と前連結会計年度に比べ４千万円（36.9％）の増益となりました。
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（中国）
中国につきましては、事業再編によるコスト削減に努めているものの、自動車関連企業向け生

産設備の売上が減少したことなどにより、売上高は13億７千９百万円と前連結会計年度に比べ
２億６千２百万円（△15.9％）の減収となり、営業損失は５千７百万円（前連結会計年度は１
億３千４百万円の営業損失）となりました。
（東南アジア）
東南アジアにつきましては、自動車関連企業向け生産設備の売上が増加したことなどにより、

売上高は26億２千６百万円と前連結会計年度に比べ２億８千万円（11.9％）の増収となり、営
業利益は１億７千９百万円と前連結会計年度に比べ４千８百万円（36.7％）の増益となりまし
た。
セグメント別の売上高の状況は、次のとおりであります。

区 分
前連結会計年度

(20242025
年
年

５
４

月
月

１
30

日から
日まで)

当連結会計年度

(20252026
年
年

５
４

月
月

１
30

日から
日まで) 前年度比増減

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

日 本 29,941,363 81.1 27,079,674 73.5 △2,861,688 △9.5
北 米 3,811,177 10.3 6,814,595 18.4 3,003,417 78.8
中 国 1,641,611 4.4 1,379,544 3.7 △262,067 △15.9
東 南 ア ジ ア 2,346,382 6.3 2,626,496 7.1 280,114 11.9
報告セグメント計 37,740,535 102.3 37,900,310 102.8 159,775 0.4

調 整 額 △849,628 △2.3 △1,062,116 △2.8 △212,488
合 計 36,890,907 100.0 36,838,193 100.0 △52,713 △0.1

（注）「調整額」は、セグメント間の取引であります。

当社の業績につきましては、売上高は224億５千６百万円と前事業年度に比べ21億９千８百
万円（△8.9％）の減収となり、営業利益は５億７百万円と前事業年度に比べ２億９千６百万円
（△36.8％）、経常利益は10億５千５百万円と前事業年度に比べ２億５千９百万円（△19.7％）
のそれぞれ減益となりましたが、前事業年度に計上していた元業務委託社員による不正事案に関
連して発生した特別損失がなくなったことなどにより、当期純利益は６億２千９百万円と前事業
年度に比べ９百万円（1.5％）の増益となりました。
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（2）設備投資の状況
当連結会計年度の設備投資額は８億６千３百万円であり、IT投資２億６千３百万円、生産およ

び製品開発設備投資４億７千８百万円などを行っております。なお、設備投資額には、有形固定
資産のほか、無形固定資産（市場販売目的のソフトウエア等を除く）への投資を含んでおりま
す。

（3）資金調達の状況
特記すべき資金調達はありません。

（4）対処すべき課題
今後の我が国経済は、雇用や所得環境の改善、各種政策の効果が緩やかな回復を支えることが

期待されておりますが、中東情勢やウクライナ情勢などの地政学リスクの高まり、米国の通商政
策の影響や物価上昇の継続が及ぼす影響など、先行きは依然として不透明な状況が続くと予想さ
れます。
当社グループの主要得意先である自動車関連企業につきましては、環境問題や社会課題に対応

すべく設備や研究開発に対する投資は引続き堅調に推移すると見込んでおります。
このような経済環境のもとで当社グループは、2027年４月期を最終年度として策定いたしま

した中期経営計画に基づき、人手不足や人件費の高騰、環境問題への対応などの顧客課題に最適
なソリューションの提案ができるグループ体制の構築を目指しております。特に、スマートファ
クトリー化の推進を軸に、高付加価値ソリューションの提供を強化するとともに、スマートエナ
ジー事業展開を加速させるなど、新業界・新分野の開拓を進めております。また、これまで実施
してきた成長投資や提案力強化の取組みは、案件の高度化や付加価値の向上といった形で着実に
業績へ寄与し始めており、収益構造の改善にもつながっております。当連結会計年度につきまし
ても、社会課題を起点に顧客課題を再定義し、潜在ニーズの顕在化を通じた提案型営業の高度化
を推進することで、既存事業の深化と新規分野の開拓を両立し、事業ポートフォリオの変革を一
層加速してまいります。
主たる取組み課題は、次のとおりであります。
① 変化する社会顧客課題に合致する「トータル・ソリューション」の深化

「トータル」：「共創」を通じたグループ＆サプライチェーンによる「総合力」の発揮
「ソリューション」：顧客目線での経済合理性を実現するためのメーカー機能の段階的拡充

② 人的資本経営による社員エンゲージメントの向上
③ グループ成長戦略と連動した機動的な財務体制への変革
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④ 適切な情報開示・双方向の対話の推進によるIRの強化
加えて、中期経営計画にも掲げております経営の基本方針「安心をつなぐ企業グループへ」に

基づき、ESG視点によるサステナビリティ経営をより一層推進してまいります。
これからもお客様の事業に貢献できるよう当社グループの総合力を結集し、業績の向上と企業

価値の増大に努めてまいります。



■ 売上高 ■ 経常利益 ■ 親会社株主に帰属する
　 当期純利益

（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円）

第75期第74期第73期

■ 総資産／純資産 （単位：百万円） ■ １株当たり純資産額 （単位：円）■ １株当たり当期純利益 （単位：円）

34,38836,162

第76期
（当期）

第75期第74期第73期

90.17

141.08

第76期
（当期）

第75期第74期第73期

1,215

2,036

第76期
（当期）

第75期第74期第73期

31,287

19,449

29,907

18,812

第76期
（当期）

第75期第74期第73期

813

1,314

第76期
（当期）

第75期第74期第73期

2,218.09
2,003.90

第76期
（当期）

36,890

894

251

29.85

30,782

18,936

2,237.62
■総資産　■純資産

36,838

1,270

659

81.12

32,022 2,536.18

20,596
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（5）財産および損益の状況の推移

区 分 2023年４月期 2024年４月期 2025年４月期 2026年４月期
（当連結会計年度）

売 上 高（千円） 36,162,793 34,388,586 36,890,907 36,838,193
経 常 利 益（千円） 2,036,342 1,215,697 894,971 1,270,814
親会社株主に帰属する当期純利益（千円） 1,314,575 813,946 251,788 659,721
１株当たり当期純利益（円） 141.08 90.17 29.85 81.12
総 資 産（千円） 29,907,214 31,287,147 30,782,897 32,022,092
純 資 産（千円） 18,812,369 19,449,256 18,936,805 20,596,110
１ 株 当 た り 純 資 産 額（円） 2,003.90 2,218.09 2,237.62 2,536.18
（注）1. 当連結会計年度の状況につきましては「（1）事業の経過およびその成果」に記載のとおりでありま

す。
2. １株当たり純資産額を算定するための普通株式の期末発行済株式総数および１株当たり当期純利益

を算定するための普通株式の期中平均株式数につきましては、日本マスタートラスト信託銀行株式
会社（株式付与ESOP信託口）が保有する当社株式の数を控除しております。

3. 2023年４月期および2024年４月期における数値は、過年度決算訂正を反映した数値であります。
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（6）重要な子会社および関連会社の状況
① 重要な子会社の状況
会 社 名 資本金または出資金 出 資 比 率 主要な事業内容

株式会社ナ・デックスプロダクツ 98,350千円 100.0％
抵抗溶接制御装置、電子制御機器
および鈑金加工等の製造・販売
電子制御部品等の販売

株 式 会 社 タ マ リ 工 業 10,000千円 100.0％ 各種産業用設備等の製造・販売

NADEX OF AMERICA CORP. 471,757US$ 100.0％ WELDING TECHNOLOGY CORP.
などの持株会社

WELDING TECHNOLOGY CORP. 150,000US$ 100.0％
(100.0％) 抵抗溶接制御装置等の製造・販売

Uptime EV Charger, Inc. 1,018,675US$ 50.1％
(50.1％)

充電ステーションの建設、EVモニ
タリングシステムの開発・販売・
サービスサポート

那電久寿機器（上海）有限公司 23,298千RMB 100.0％
(10.0％)

抵抗溶接制御装置、各種産業用設
備等の製造・販売

NADEX ENGINEERING CO.,LTD. 6,500千THB 100.0％
(10.0％)

抵抗溶接制御装置、各種産業用設
備等の販売
産業機械の据付工事

NADEX（THAILAND）CO.,LTD. 10,000千THB 49.0％ 抵抗溶接制御装置、各種産業用設
備等の販売

（注） 出資比率欄の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。

② 重要な関連会社の状況
会 社 名 資本金または出資金 出 資 比 率 主要な事業内容

株 式 会 社 フ ジ ッ ク ス 20,000千円 30.0％ 自動化専用システム等の製造・販
売

杭州藤久寿机械制造有限公司 15,989千RMB ―％
［100.0％］ 精密機械加工部品等の製造・販売

（注）1. 出資比率欄の［ ］内は、「自己と出資、人事、資金、技術、取引等において緊密な関係があるこ
とにより自己の意思と同一の内容の議決権を行使すると認められる者」による所有割合で外数であ
ります。

2. 杭州藤久寿机械制造有限公司は、株式会社フジックスの子会社であります。
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（7）主要な事業内容
事 業 区 分 事 業 内 容

プロセスソリューション事業 抵抗溶接制御装置を主軸に、レーザ加工技術、異材接合、ITを用いた次世
代工法・加工ソリューションの提供

ファクトリーオートメーション事業 ロボット・FAシステムを中心とした省人化・自動化設備の代理店販売

システムインテグレーション事業 オーダーメイドによる生産システムの開発・設計・製造

制 御 部 品 事 業 電子・電気制御部品の代理店販売、基盤設計実装や制御盤製作等の提供

ス マ ー ト エ ナ ジ ー 事 業 充電ステーションの建設、EVモニタリングシステムの開発・販売・サービ
スサポート

（注） 当連結会計年度から事業区分について、「スマートエナジー事業」を新たに追加しております。

（8）主要な営業所および工場等
① 当社

本 社：名古屋市中区古渡町９番27号
販 売 拠 点：本社（名古屋市中区）、東部営業部（横浜市港北区）、西部営業部（大阪

市淀川区）、技術センター（愛知県北名古屋市）
研 究 拠 点：技術センター（愛知県北名古屋市）

（注） 2026年５月１日より東部営業部は営業１部（東日本）、西部営業部は営業２部（西日本）に名称
変更いたしました。

② 子会社
株式会社ナ・デックスプロダクツ（岐阜県可児市）
株式会社タマリ工業（愛知県西尾市）
NADEX OF AMERICA CORP.（米国 デラウェア州）
WELDING TECHNOLOGY CORP.（米国 ミシガン州）
Uptime EV Charger, Inc.（米国 ミシガン州）
那電久寿機器（上海）有限公司（中国 上海市）
NADEX ENGINEERING CO.,LTD.（タイ バンコク）
NADEX（THAILAND）CO.,LTD.（タイ バンコク）
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（9）従業員の状況
① 企業集団の従業員の状況

区 分 従 業 員 数 前連結会計年度末比増減
日 本 513 （65）名 △76 （＋15）名
北 米 136 （3）名 ＋4 （△1）名
中 国 18 （1）名 △29 （△4）名
東 南 ア ジ ア 64 （16）名 △5 （△4）名

合 計 731 （85）名 △106 （＋6）名
（注）1. 従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は（ ）内に年間の平均人員数を外数で記載しており

ます。
2. 日本および中国の従業員数が前連結会計年度末に比べ大幅に減少しておりますが、その主な理由は、

事業再編によるものであります。

② 当社の従業員の状況
従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

235名 ＋4名 41.3歳 10.9年
（注） 従業員数は就業人員数であります。

（10）主要な借入先
借 入 先 借 入 金 残 高

西 尾 信 用 金 庫 38,321千円

（11）その他企業集団の現況に関する重要な事項
当社は、2026年５月12日開催の取締役会において、株式会社Robofullの株式を取得して子会

社化することを決議いたしました。また、2026年５月21日付で株式を取得したことにより子会
社化いたしました。内容の詳細につきましては、連結計算書類の連結注記表（重要な後発事象に
関する注記）をご参照ください。
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2. 会社の株式に関する事項
（1）発行可能株式総数 40,125,000株

（2）発行済株式の総数 8,800,500株（自己株式429,086株を含む）
（注）1. 2025年11月21日に実施いたしました自己株式の消却により、前事業年度末と比べて262,700株

減少しております。
2. 2026年６月26日付で自己株式の消却を実施いたしました。その結果、発行済株式の総数は

194,500株減少し、8,606,000株となっております。
（3）当事業年度末の株主数 5,197名

（4）大株主
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 ％
株 式 会 社 ア ー ト ・ ギ ャ ラ リ ー 富 士 見 1,685,600 20.13
BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED STOCK FUND
（常 任 代 理 人 株 式 会 社 三 菱 UFJ 銀 行） 665,531 7.95

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社
（株 式 付 与 ESOP 信 託 口 ・80022 口） 425,400 5.08

ナ ・ デ ッ ク ス 社 員 持 株 会 238,976 2.85
古 川 雅 隆 233,419 2.78
古 川 佳 明 222,000 2.65
INTERACTIVE BROKERS LLC
（常任代理人 インタラクティブ・ブローカーズ証券株式会社） 209,500 2.50

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 152,000 1.81
中 山 美 和 子 144,000 1.72
BBH FOR FIDELITY TRUST EMPLOYEE BENEFIT PLANS LOW PRICED STOCK POOL
（常 任 代 理 人 株 式 会 社 三 菱 UFJ 銀 行） 123,212 1.47

（注） 持株比率は、自己株式（429,086株）を除く発行済株式総数に対する持株数の割合であります。なお、
上記の自己株式には、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（株式付与ESOP信託口）が保有する当
社株式（425,400株）を含めておりません。
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3. 会社役員に関する事項
（1）取締役および監査役の氏名等

地 位 氏 名 担 当 重 要 な 兼 職 の 状 況
取 締 役 会 長 古 川 雅 隆
代 表 取 締 役 社 長 進 藤 大 資
常 務 取 締 役 横 地 克 典 経 営 企 画 室 長
取 締 役 本 田 信 之 ソリューションセンター長

取 締 役 野 口 葉 子
（現姓：春馬）

and LEGAL弁護士法人
弁護士
株式会社壱番屋
社外取締役（監査等委員）
株式会社浜木綿
社外取締役（監査等委員）
学校法人市邨学園
理事
愛知県信用保証協会
監事

取 締 役 加 藤 康 次
常任監査役（常勤） 渡 邊 修
監 査 役 仙 田 正 典

監 査 役 横 井 陽 子
栄監査法人
統括代表社員
株式会社ヤマナカ
社外取締役（監査等委員）

（注）1. 取締役野口葉子氏および加藤康次氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
2. 監査役仙田正典氏および横井陽子氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
3. 当社は、取締役野口葉子氏、加藤康次氏および監査役仙田正典氏、横井陽子氏を東京証券取引所の

定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届出ております。
4. 常任監査役（常勤）渡邊修氏は、当社で取締役経理部長の経験があり、財務および会計に関する相

当程度の知見を有するものであります。また、監査役横井陽子氏は、公認会計士の資格を有してお
り、財務および会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

５．2025年７月29日開催の第75期定時株主総会において、加藤康次氏が取締役に新たに選任され、就
任いたしました。

６．取締役野口葉子氏は、事業年度末日後の2026年６月23日付でアイカ工業株式会社の社外取締役に
就任しております。

７．監査役横井陽子氏は、事業年度末日後の2026年６月10日付で株式会社ヤマナカの社外取締役（監
査等委員）を退任しております。
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取締役および監査役に期待する分野（スキルマトリックス）

役職・氏名 独立性

専門性と経験
①

経営経験
②

事業戦略
③

技術・
生産

④
財務・
会計

⑤
法務・
法規制等

⑥
リスク
マネジ
メント

⑦
多様性

取締役 古 川 雅 隆 〇 〇

取締役 進 藤 大 資 〇 〇 〇 〇 〇

取締役 横 地 克 典 〇 〇 〇

取締役 本 田 信 之 〇 〇 〇

取締役 野 口 葉 子 〇 〇 〇 〇

取締役 加 藤 康 次 ○ ○ ○ ○ ○

監査役 渡 邊 修 〇 〇 〇

監査役 仙 田 正 典 〇 〇 〇 〇

監査役 横 井 陽 子 〇 〇 〇 〇 〇
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（2）責任限定契約の内容の概要
当社と各社外取締役および各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく賠償責任の
限度額は、法令が規定する額としております。

（3）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締

結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は、当社および子会社の取締役および監査役で
あり、被保険者がその職務の執行に関し責任を負うことまたは当該責任の追及に係る請求を受け
ることによって生ずる損害を、当該保険契約により補填することとしておりますが、故意または
重過失に起因する損害賠償請求については補填されません。保険料は全額会社が負担しており、
2026年７月に当該保険契約を更新する予定であります。

（4）取締役の報酬等
役員報酬等の内容の決定に関する方針等

当社は、2021年10月12日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容につ
いての決定方針を決議しており、その内容は次のとおりであります。

イ．基本方針
ⅰ 当社の取締役（社外取締役を除く。）の報酬等は、固定報酬としての基本報酬、短

期インセンティブとしての賞与および長期インセンティブとしての譲渡制限付株式
報酬とで構成いたします。

ⅱ 当社の社外取締役の報酬等は、固定報酬としての基本報酬および短期インセンティ
ブとしての賞与とで構成いたします。

ロ．取締役の個人別の報酬等の算定方法の決定に関する方針（報酬等を与える時期または
条件の決定に関する方針を含む。）

ⅰ 基本報酬（金銭報酬）
月例の金銭支給とし、取締役会の決議により定める役位に基づく基準額を基に、予め定

められた一定の範囲で代表取締役社長が必要に応じ加減算を行い決定いたします。
なお、役位に基づく基準額につきましては、優秀な人財を確保する観点から、他企業の

報酬水準および当社従業員の給料水準などを勘案し決定しております。
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ⅱ 賞与（業績連動報酬等）
毎年、一定の時期（定時株主総会の終了後１ヶ月以内）の金銭支給とし、株主との価値

共有の観点から株主への配当の算定基礎となる当社連結の親会社株主に帰属する当期純利
益を指標として算出された額を、従業員分賞与が支給される取締役については当該賞与の
支給額を勘案しつつ各取締役の基本報酬の金額に応じて各取締役に配分した額を基に、予
め定められた一定の範囲で代表取締役社長が必要に応じ加減算を行い決定いたします。
なお、当社連結の親会社株主に帰属する当期純利益につきましては、目標８億５千万円

に対し実績は６億５千９百万円となりました。
ⅲ 譲渡制限付株式報酬（非金銭報酬等）
毎年、一定の時期（８月の定時取締役会の終了後１ヶ月以内）に譲渡制限付株式の付与

のための金銭報酬債権を支給することとし、当該金銭報酬債権の額は、取締役会の決議に
より定める役位に基づく基準額によるものといたします。譲渡制限付株式の付与につきま
しては、当該金銭報酬債権の付与から１ヶ月以内に行うことといたします。
なお、譲渡制限付株式報酬は、長期安定的な当社株式の保有を通じた株主の皆様との一

層の価値共有を進めることを目的としており、譲渡制限付株式報酬限度額は年額３千万円
以内、発行または処分される当社の普通株式の総数は年47,000株以内であり、譲渡制限
付株式割当契約書に基づく株式の譲渡制限期間は10年間であります。
また、2025年９月４日を払込期日として行った譲渡制限付株式報酬の概要は、当社の

取締役（社外取締役を除く）４名に対し当社普通株式13,945株、総額１千４百万円の自
己株式の処分を行っております。

ハ．金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針
当社の取締役（社外取締役を除く。）に関する基本報酬、賞与および譲渡制限付株式報酬

の支給割合の方針については、業績等により変動する可能性はあるものの、概ね７：２：１
の水準といたします。当社の社外取締役に関する基本報酬および賞与の支給割合の方針につ
いては、業績等により変動する可能性はあるものの、その職責に鑑み、概ね９：１の水準と
いたします。

ニ．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
ⅰ 取締役の個人別の報酬等については、取締役会の決議に基づき代表取締役社長 進

藤大資がその決定の委任を受けるものとし、その権限の内容は、基本報酬および賞
与の決定としております。
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ⅱ ⅰの権限が適切に行使されるよう、当該権限に基づく加減算の裁量の範囲について
は、取締役会がこれを定めます。また、代表取締役社長は、独立社外取締役から、
報酬水準の妥当性等についての助言を取得し、当該助言を踏まえて当該権限に基づ
く決定を行うものとします。

これらの権限を委任した理由は、当社全体の業績を俯瞰しつつ各取締役の担当職務の評価
を行うには代表取締役が最も適しているからであります。代表取締役は、取締役会が代表取
締役に権限を委任した内容・理由に基づいて取締役の個人別の報酬額を決定していることか
ら、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が当該決定方針に沿うも
のであると判断しております。

（5）取締役および監査役の報酬等の額

区 分 対象となる
役員の員数 報酬等の総額

報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額

固 定 報 酬 賞 与 譲 渡 制 限 付
株 式 報 酬

取 締 役
（うち社外取締役）

６名
（ ２名）

129,010千円
（7,546千円）

84,054千円
（6,090千円）

31,027千円
（1,456千円）

13,929千円
（ー千円）

監 査 役
（うち社外監査役）

３名
（ ２名）

22,772千円
（8,186千円）

19,599千円
（6,960千円）

3,173千円
（1,226千円）

ー千円
（ー千円）

計
（うち社外役員）

９名
（ ４名）

151,782千円
（15,732千円）

103,653千円
（13,050千円）

34,200千円
（2,682千円）

13,929千円
（ー千円）

（注）1. 取締役に対する固定報酬限度額（使用人兼務取締役の使用人分の報酬を除く）は、2006年７月25
日開催の第56期定時株主総会において、年額150,000千円以内と決議しており、当該定時株主総会
終結時点の取締役の員数は9名（うち社外取締役は0名）であります。社外取締役を除く取締役に対
する譲渡制限付株式報酬限度額は、2017年７月25日開催の第67期定時株主総会において、年額
30,000千円以内と決議しており、当該定時株主総会終結時点の社外取締役を除く取締役の員数は6
名であります。監査役に対する固定報酬限度額は、1991年７月23日開催の第41期定時株主総会に
おいて、年額20,000千円以内と決議しており、当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は3名
（うち社外監査役は1名）であります。

2. 賞与の額には、本株主総会にて決議予定の金額を記載しております。
3. 社外取締役を除く取締役に対する譲渡制限付株式報酬の額には、当事業年度に係る費用処理額を記

載しております。
4. 報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分の報酬は含まれておりません。
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（6）社外役員に関する事項
① 重要な兼職先である法人等と当社との関係

区 分 氏 名 兼職先会社名 兼職の内容 関 係

社外取締役 野 口 葉 子

and LEGAL弁護士法人 弁護士 特別な関係はありません。

株式会社壱番屋 社外取締役
（監査等委員） 特別な関係はありません。

株式会社浜木綿 社外取締役
（監査等委員） 特別な関係はありません。

学校法人市邨学園 理事 特別な関係はありません。

愛知県信用保証協会 監事 特別な関係はありません。

社外監査役 横 井 陽 子
栄監査法人 統括代表社員 特別な関係はありません。

株式会社ヤマナカ 社外取締役
（監査等委員） 特別な関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況
区 分 氏 名 主な活動状況

社外取締役

野 口 葉 子
当事業年度開催の取締役会全15回のすべてに出席しております。弁護士と
して培われた専門的な知識・経験等を、当社の業務執行に対する監督に生
かしていただくことを期待しており、議案、審議に必要な発言等を適宜行
っております。

加 藤 康 次
就任後に開催された当事業年度の取締役会全10回のすべてに出席しており
ます。企業経営経験者として培われた専門的な知識・経験等を、当社の業
務執行に対する監督に生かしていただくことを期待しており、議案、審議
に必要な発言等を適宜行っております。

社外監査役

仙 田 正 典
当事業年度開催の取締役会全15回および監査役会全15回のすべてに出席し
ております。企業経営経験者として培われた専門的な知識・経験等を、当
社の監査体制に生かしていただくことを期待しており、議案、審議に必要
な発言等を適宜行っております。

横 井 陽 子
当事業年度開催の取締役会全15回および監査役会全15回のすべてに出席し
ております。公認会計士として培われた専門的な知識・経験等を、当社の
監査体制に生かしていただくことを期待しており、議案、審議に必要な発
言等を適宜行っております。

（注）1. 上記の取締役会開催回数のほか、会社法第370条および当社定款第24条に基づき、取締役会決議
があったものとみなす書面決議が２回ありました。

2. 加藤康次氏は、第75期定時株主総会において、新たに取締役に選任されましたので、取締役会開
催回数が他の取締役と異なります。
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4. 会計監査人に関する事項
（1）会計監査人の名称

有限責任監査法人トーマツ

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
① 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額

44,000千円
② 当社および当社の子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

44,000千円
（注）1. 監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、会計

監査人の監査計画の内容、会計監査の遂行状況、報酬に関する見積りの算定根拠などを精査、検討
した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

2. 当社と会計監査人との監査契約において、会社法上の会計監査人の監査に対する報酬等の額と金融
商品取引法上の監査に対する報酬等の額等を明確に区分しておらず、かつ、実質的にも区分できま
せんので、上記①の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

3. 上記以外に当事業年度において、前事業年度に係る追加報酬として6,000千円を支払っております。

（3）非監査業務の内容
当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の監査証明業務以外の業務を委託し

ておりません。

（4）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められた場合

には、監査役全員の同意により当該会計監査人を解任いたします。
監査役会は、会社計算規則に定める会計監査人の職務の遂行について、適正に実施されること

が困難であると認められる場合には、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関す
る議案の内容を決定いたします。

（5）当社の会計監査人以外の公認会計士または監査法人による当社の子会社の計算関係書類の
監査

当社の重要な子会社のうち、NADEX OF AMERICA CORP.、那電久寿機器（上海）有限公
司、NADEX ENGINEERING CO.,LTD.およびNADEX（THAILAND）CO.,LTD.は、当社の会
計監査人以外の会計監査を受けております。



― 25 ―

5. 業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況
（1）業務の適正を確保するための体制
当社は、会社法および会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体制」につい

て、取締役会において決議しております。その概要は次のとおりであります。
① 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体

制
イ．当社は、取締役および使用人に、当社グループ共通の経営理念のもと、ナ・デックス

グループ企業行動規範、ナ・デックスグループ社員行動規範を遵守させるため、取締
役がこれを率先して全使用人に周知、浸透させております。さらに、当社はこれを全
社に徹底するために、代表取締役社長を委員長とするリスク・コンプライアンス委員
会を設置し、各部署にも責任者を配置し、コンプライアンス体制を整備し、維持、推
進しております。

ロ．当社は、取締役および使用人が、コンプライアンス違反を行い、または行われようと
していることに気づいたときの報告ルートを定めるとともに、通常の報告ルートとは
別に内部通報制度を設け、周知徹底を図っております。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
当社は、取締役の職務の執行に係る情報・文書の取扱いについて、当社社内規程およ
びそれに関する内規などに従い適切に保存および管理（廃棄を含む）の運用を実施
し、必要に応じて運用状況の検証、各規程等の見直し等を行っております。担当取締
役は、これらの状況について、定期的に取締役会に報告しております。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ．当社は、事業目標の達成を阻害するリスクの識別、分類、評価をし、リスク発生時に

は適切な対応を行い、会社および社会に対する有形・無形の損害を最小限に止めるこ
とを目的に、ナ・デックスグループリスク管理規程を制定し、具体的な活動を規定し
たナ・デックスグループリスク管理ガイドラインに基づき、組織的な活動を展開して
おります。

ロ．当社は、リスク管理を推進する組織として、リスク・コンプライアンス委員会を設置
し、当社グループのリスクを網羅的、統括的に管理し、定期的にリスクを軽減する対
応策の見直しを行っております。
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④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ．当社は、経営計画のマネジメントについて、経営理念を機軸に毎年策定される年度計

画および３ヶ年ごとの中期経営計画に基づき、各業務執行部署において目標達成のた
めに活動することとしております。また、担当取締役は、経営目標が当初の予定通り
に進捗しているか業績報告を通じ毎月定期的に検査を行っております。

ロ．当社は、業務執行のマネジメントについて、取締役会規則により定められている事項
およびその付議基準に該当する事項については、すべて毎月１回開催の取締役会に、
また、取締役会の委嘱を受けた事項およびその他経営に関する重要な事項については
毎月１回開催の常務会に付議することを遵守し、迅速かつ的確な経営判断と機動的な
業務執行体制をとっております。

ハ．当社は、日常の職務遂行に際しては、職務権限規程、職務分掌規程等に基づき権限の
委譲が行われ、各レベルの責任者が各規程に基づき業務を遂行しております。

⑤ 当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
イ．内部監査室は、子会社のリスク情報の有無および当社と子会社との間における不適切

な取引または会計処理を防止するための監査を行っております。
ロ．内部監査室長は、子会社に損失の危険が発生しその把握をした場合、当社と子会社と

の間における不適切な取引または会計処理を発見した場合には、直ちに発見された損
失の危険の内容、発生する損失の程度および当社に対する影響等について、代表取締
役社長に報告することとしております。

ハ．当社は、関係会社管理規程に基づき、主要な子会社および主要な関連会社に対して、
適切な経営管理を行っております。

ニ．当社の取締役、監査役または使用人が子会社の取締役または監査役を兼務しており、
定期的に開催される子会社の取締役会などに出席し、経営成績、財政状態その他の重
要な情報について報告を受けております。

ホ．当社の各担当部署は、子会社の業務が適正に行われるよう定期的に支援・指導を行っ
ております。
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⑥ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことに関する事項、当該使用人の取締役か
らの独立性に関する事項および当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

イ．監査役が、その職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、当社は監査役
会と協議のうえ、必要な使用人を置くこととしています。

ロ．監査役の職務を補助すべき使用人は、監査役会の同意を得られた場合を除き、当社の
業務には従事せず、監査役の指揮命令権のもと職務を遂行することとしています。

ハ．監査役の職務を補助すべき使用人の人事異動、人事評価および懲戒処分などの決定に
ついては、事前に監査役会の同意を得ることとしております。

⑦ 当社の取締役および使用人ならびに子会社の取締役、監査役および使用人またはこれら
の者から報告を受けた者が当社の監査役に報告をするための体制その他の監査役への報
告に関する体制およびその他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体
制

イ．当社の取締役および使用人ならびに子会社の取締役、監査役および使用人またはこれ
らの者から報告を受けた者は、監査役会規則その他監査役会の定めるところに従い、
各監査役の要請に応じて当社の内部統制システム構築に関わる部門の活動状況、業績
および業績見込の発表内容および重要開示書類の内容などの必要な報告および情報提
供を行っております。

ロ．監査役は、当社の取締役会および各重要会議への出席や業務執行状況、経営状況の調
査等を通じ、取締役または使用人に説明を求めております。

ハ．監査役は、内部監査室が実施する内部監査の計画およびその結果を内部監査室長から
報告を受けております。

ニ．監査役は、取締役および使用人と意見交換を行うため、適宜会合を行っております。
ホ．監査役は、内部監査室および会計監査人とも情報の交換を行い、連携を密に図ってお

ります。

⑧ 監査役へ報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを
確保するための体制
当社は、ナ・デックスグループ内部通報制度運用規程において、通報者等が相談また
は通報したことを理由として、通報者等に対して解雇その他いかなる不利益な取扱い
を行ってはならないとしております。
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⑨ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還の手続きその他の当該職務
の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還等の請求をした場合
には、監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用
または債務を処理しております。

⑩ 財務報告の信頼性を確保するための体制
当社は、財務報告の信頼性を確保するため、「財務報告に係る内部統制の基本方針」
を定め、財務報告に係る内部統制が有効かつ適切に行われる体制を構築し、継続的な
運用、評価を行うとともに必要な改善、是正処置を講じております。

⑪ 反社会的勢力排除に向けた体制
ナ・デックスグループ企業行動規範およびナ・デックスグループ社員行動規範を制定
し、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力および団体には毅然とした態
度で対応いたします。

（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
① コンプライアンスに関する取組み

ナ・デックスグループ企業行動規範およびナ・デックスグループ社員行動規範を、い
つでも閲覧できるように社内イントラネットなどに掲載し周知、浸透を図るととも
に、代表取締役社長またはその代理の経営陣が、毎月１回、全社員を対象とした朝礼
を開催し、自らの言葉で語ることでコンプライアンス意識の醸成を図りました。

② リスク管理に関する取組み
イ．事業や投資に関する重要なリスクは、取締役会、常務会に報告され審議・決議いたし

ました。
ロ．リスク・コンプライアンス委員会を開催し、リスク評価の講習を行うとともに、当社

グループのリスクの見直しを実施いたしました。
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③ 職務執行の効率性確保に関する取組み
イ．主要なグループ会社が参加するグローバル会議を開催し、市況や事業環境の分析報告

を行い、中期経営計画を見直しました。その見直した中期経営計画に基づき策定され
た年度計画とともに社内イントラネットに掲載することで、全社員に目的の共有を図
りました。

ロ．経営成績や財政状態などの状況は、取締役会、常務会に報告され、審議いたしまし
た。

④ 企業集団の業務の適正性確保に関する取組み
内部監査室は、当社、国内子会社および海外子会社などについて、会計処理など内部
監査を実施いたしました。

⑤ 監査役監査の実効性確保に関する取組み
イ．監査役は、取締役会および各重要会議への出席、稟議書の閲覧、実地監査の実施など

を行い、必要な発言等を適宜行いました。
ロ．監査役は、必要に応じて取締役または使用人と意見交換を行いました。
ハ．監査役は、内部監査室および会計監査人とも情報の交換を行い、連携を密に図りまし

た。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
※ 本事業報告中の記載金額および比率は、表示単位未満を切捨てて表示しております。
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連結計算書類
連結貸借対照表（2026年４月30日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受取手形、売掛金及び契約資産
電 子 記 録 債 権
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料
未 収 消 費 税 等
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
土 地
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
の れ ん
顧 客 関 係 資 産
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
退 職 給 付 に 係 る 資 産
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

21,037,219
4,762,210
8,210,628
1,091,550
2,638,431
1,012,108
1,013,717

10,507
2,304,749

△6,684
10,984,872
4,306,153
1,636,473
669,043

1,655,832
32,597

312,206
1,520,722
663,853
390,318
466,551

5,157,996
4,238,117

39,867
443,236
657,554

△220,780

（負 債 の 部）
流 動 負 債 10,138,451

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 3,726,294
電 子 記 録 債 務 2,400,954
1年内返済予定の長期借入金 20,004
リ ー ス 債 務 26,274
未 払 法 人 税 等 285,893
未 払 消 費 税 等 256,339
製 品 保 証 引 当 金 137,441
役 員 賞 与 引 当 金 49,110
受 注 損 失 引 当 金 13,946
そ の 他 3,222,193

固 定 負 債 1,287,530
長 期 借 入 金 18,317
リ ー ス 債 務 31,213
繰 延 税 金 負 債 922,756
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 20,730
従業員株式給付引当金 61,857
退 職 給 付 に 係 る 負 債 117,398
そ の 他 115,259

負 債 合 計 11,425,982
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 16,278,457
資 本 金 1,028,078
資 本 剰 余 金 749,766
利 益 剰 余 金 15,367,520
自 己 株 式 △866,907

その他の包括利益累計額 3,874,100
その他有価証券評価差額金 1,588,177
為 替 換 算 調 整 勘 定 2,172,418
退職給付に係る調整累計額 113,504

非 支 配 株 主 持 分 443,552
純 資 産 合 計 20,596,110

資 産 合 計 32,022,092 負 債 純 資 産 合 計 32,022,092
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連結損益計算書（2025年５月１日から2026年４月30日まで）
（単位：千円）

科 目 金 額
売 上 高 36,838,193
売 上 原 価 29,562,119

売 上 総 利 益 7,276,074
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,156,879

営 業 利 益 1,119,195
営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 88,821
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 54,138
為 替 差 益 14,400
雑 収 入 104,633 261,993

営 業 外 費 用
支 払 利 息 8,468
デ リ バ テ ィ ブ 評 価 損 62,585
補 助 金 返 還 額 15,759
雑 損 失 23,561 110,374
経 常 利 益 1,270,814

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 240,387
投 資 有 価 証 券 売 却 益 3 240,390

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 4,832
減 損 損 失 79,762
事 業 再 編 損 失 133,208 217,803
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,293,400
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 611,700
法 人 税 等 調 整 額 △81,226 530,474
当 期 純 利 益 762,926
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 103,204
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 659,721
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連結株主資本等変動計算書（2025年５月１日から2026年４月30日まで）
（単位：千円）

株 主 資 本
資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,028,078 752,670 15,243,428 △743,541 16,280,634
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △286,543 △286,543
親会社株主に帰属する当期純利益 659,721 659,721
自 己 株 式 の 取 得 △386,647 △386,647
自 己 株 式 の 処 分 892 13,191 14,084
自 己 株 式 の 消 却 △1,004 △249,085 250,090 −
譲 渡 制 限 付 株 式 報 酬 △2,792 △2,792
株主資本以外の項目の連結会計年度中の変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 − △2,904 124,092 △123,365 △2,177
当 期 末 残 高 1,028,078 749,766 15,367,520 △866,907 16,278,457

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
その他有価証券
評 価 差 額 金 繰延ヘッジ損益 為 替 換 算

調 整 勘 定
退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 444,880 △363 1,805,994 84,926 2,335,437
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当
親会社株主に帰属する当期純利益
自 己 株 式 の 取 得
自 己 株 式 の 処 分
自 己 株 式 の 消 却
譲 渡 制 限 付 株 式 報 酬
株主資本以外の項目の連結会計年度中の変動額（純額） 1,143,296 363 366,424 28,578 1,538,663

連結会計年度中の変動額合計 1,143,296 363 366,424 28,578 1,538,663
当 期 末 残 高 1,588,177 − 2,172,418 113,504 3,874,100

非支配株主持分 純 資 産 合 計
当 期 首 残 高 320,733 18,936,805
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △286,543
親会社株主に帰属する当期純利益 659,721
自 己 株 式 の 取 得 △386,647
自 己 株 式 の 処 分 14,084
自 己 株 式 の 消 却 −
譲 渡 制 限 付 株 式 報 酬 △2,792
株主資本以外の項目の連結会計年度中の変動額（純額） 122,818 1,661,482

連結会計年度中の変動額合計 122,818 1,659,304
当 期 末 残 高 443,552 20,596,110
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連結注記表
【連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項】
1. 連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数及び名称

連結子会社の数…………13社
連結子会社の名称………株式会社ナ・デックスプロダクツ

株式会社タマリ工業
株式会社テクノシステム
株式会社N.Y.TEC
NADEX OF AMERICA CORP.
WELDING TECHNOLOGY CORP.
Uptime EV Charger, Inc.
NADEX MEXICANA, S.A. de C.V.
那電久寿機器（上海）有限公司
NADEX ENGINEERING CO.,LTD.
NADEX (THAILAND) CO.,LTD.
PT. NADESCO INDONESIA
PT. NADESCO ENGINEERING INDONESIA
連結範囲の変更
当連結会計年度において、MEDAR CANADA, LTD.は清算し
たことにより、連結の範囲から除外しております。

（2）非連結子会社の名称等
非連結子会社の名称……NADEX INDIA Pvt. Ltd.

連結の範囲から除いた理由
非連結子会社は小規模であり、総資産、売上高、当期純損益
（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、
いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであ
ります。
なお、NADEX INDIA Pvt. Ltd.は、当連結会計年度において
新たに設立いたしました。
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2. 持分法の適用に関する事項
（1）持分法を適用した関連会社の数及び名称

持分法を適用した
関 連 会 社 の 数……２社

関連会社の名称…………株式会社フジックス
杭州藤久寿机械制造有限公司
持分法適用範囲の変更
当連結会計年度において、株式会社画像処理技研は清算したこ
とにより、持分法適用の範囲から除外しております。

（2）持分法を適用しない非連結子会社の名称等
持分法を適用しない
非連結子会社の名称……NADEX INDIA Pvt. Ltd.

持分法を適用しない理由
非連結子会社については、当期純損益（持分に見合う額）及び
利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から
除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体
としても重要性がないためであります。
なお、NADEX INDIA Pvt. Ltd.は、当連結会計年度において
新たに設立いたしました。

（3）持分法を適用しない関連会社の名称等
持分法を適用しない
関 連 会 社 の 名 称……Income Power, Inc.

持分法を適用しない理由
当該関連会社については、米国会計基準を適用しており持分法
適用要件を満たさないため、持分法を適用しておりません。

（4）持分法の適用の手続について特に記載すべき事項
持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の直近の事
業年度に係る計算書類を使用しております。
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3. 連結子会社の事業年度等に関する事項
株式会社タマリ工業、株式会社テクノシステム、株式会社N.Y.TEC、NADEX OF
AMERICA CORP.、WELDING TECHNOLOGY CORP.及びUptime EV Charger, Inc.
の 決 算 日 は ３ 月 31 日 で あ り、NADEX ENGINEERING CO.,LTD.、NADEX
(THAILAND) CO., LTD.、PT. NADESCO INDONESIA 及 び PT. NADESCO
ENGINEERING INDONESIAの決算日は１月31日であります。連結計算書類を作成する
に当たっては、それぞれ決算日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要
な取引については、連結上必要な調整を行っております。
また、那電久寿機器（上海）有限公司及びNADEX MEXICANA, S.A. de C.V.の決算日
は、12月31日であります。連結計算書類を作成するに当たっては、３月31日現在で決算
に準じた仮決算を行った計算書類を基礎としております。
なお、株式会社ナ・デックスプロダクツの決算日と連結決算日は一致しております。

4. 会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有 価 証 券
その他有価証券
市場価格のない
株式等以外のもの

……時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定）を採用しております。

市場価格のない株式等……移動平均法による原価法を採用しております。
② 棚 卸 資 産

商品及び原材料……主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については
収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用し
ております。

製品及び仕掛品……主として個別法による原価法（貸借対照表価額については収益
性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定) を採用してお
ります。

③ デ リ バ テ ィ ブ……時価法を採用しております。
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（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有 形 固 定 資 産

（リース資産を除く）
……主として定率法を採用しております。ただし、1998年４月１

日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに2016年４月
１日以降に取得した附属設備及び構築物については、定額法を
採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物 8〜50年

② 無 形 固 定 資 産
（リース資産及びのれんを除く）

……定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
顧客関係資産 12〜15年

③ リ ー ス 資 産……リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用
しております。

（3）重要な引当金の計上基準
① 貸 倒 引 当 金……債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に
回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 製 品 保 証 引 当 金……製品保証による支出に備えるため、過去の実績に基づく発生見
込額を計上しているほか、発生額を個別に見積ることができる
費用については当該見積額を計上しております。

③ 役 員 賞 与 引 当 金……役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、当連結会計年
度における支給見込額を計上しております。

④ 受 注 損 失 引 当 金……受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末に
おいて将来の損失が見込まれ、かつ、当該損失額を合理的に見
積ることが可能なものについては当該見積額を計上しておりま
す。

⑤ 役員退職慰労引当金……役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支
給額を計上しております。

⑥ 従業員株式給付引当金……当社従業員への当社株式の給付に備えるため、株式交付規程に
基づく当連結会計年度末の株式給付債務の見込額を計上してお
ります。
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（4）退職給付に係る会計処理の方法
① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属
させる方法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（５年）による定額法により按分した額を費用処理することとしております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計
年度から費用処理することとしております。
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（5）重要な収益及び費用の計上基準
① 商 品 及 び 製 品……商品及び製品の販売に係る収益は、主に卸売又は製造等による

販売であり、顧客との販売契約に基づいて商品及び製品を引渡
す履行義務を負っております。約束した財又はサービスの支配
が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受取る
と見込まれる金額で収益を認識しております。履行義務の充足
時点については、商品及び製品を顧客に引渡した時点又は顧客
が検収した時点としておりますが、これは当該時点が商品及び
製品の法的所有権、物理的占有、商品及び製品の所有に伴う重
大なリスク及び経済価値が顧客に移転し、顧客から取引対価の
支払いを受ける権利を得ていると判断できるためであります。
なお、国内の販売においては、出荷時から顧客による検収時ま
での期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識し
ております。履行義務を充足してから対価を受領するまでの期
間が通常は１年以内であるため、当該顧客との契約に基づく債
権について、重要な金融要素の調整は行っておりません。

② 工 事 請 負 及 び
ソフトウエア開発

……工事請負及びソフトウエア開発は請負契約等を締結の上、基本
的な仕様や作業内容を顧客の指図に基づいて製造等を行ってお
り、完成した機械装置等を顧客に引渡す履行義務を負っており
ます。一定期間にわたり履行義務が充足される契約について
は、期間がごく短い工事等を除き、履行義務の充足に係る進捗
度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認
識しております。進捗度の測定は、各報告期間の期末日までに
発生した工事原価が、予想される工事原価の総額に占める割合
に基づいて行っております。なお、履行義務の充足に係る進捗
度を合理的に見積ることができないものの、当該履行義務を充
足する際に発生する費用を回収することが見込まれる場合に
は、原価回収基準により収益を認識しております。履行義務を
充足してから対価を受領するまでの期間が通常は１年以内であ
るため、当該顧客との契約に基づく債権について、重要な金融
要素の調整は行っておりません。
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（6）のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、10年の定額法により償却を行っております。

（7）重要なヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法……繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、振当処理の要件を

満たしている場合には振当処理を採用しております。
② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘ ッ ジ 手 段……為替予約
ヘ ッ ジ 対 象……外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引

③ ヘ ッ ジ 方 針……為替の相場変動に伴うリスクの軽減を目的に通貨に係るものを
対象としてデリバティブ取引を行っており、投機目的の取引は
行わない方針であります。

④ ヘッジ有効性評価の方法……為替予約については、ヘッジ対象に対し同一通貨建による同一
期日のものをそれぞれ振当てているため、その後の為替相場の
変動による相関関係は確保されており、その判定をもって有効
性の判定に変えておりますので、決算日における有効性の評価
を省略しております。

（8）その他連結計算書類の作成のための重要な事項
重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は
損益として処理しております。
なお、在外子会社等の資産及び負債は決算日の直物為替相場により、収益及び費用は
期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部の為替換算調整勘定及び非
支配株主持分に含めて表示しております。

【表示方法の変更】
（連結損益計算書）

前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「助成金収入」（当
連結会計年度4,997千円）及び「補助金収入」（当連結会計年度480千円）は、金額的重
要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「営業外収益」の「雑収入」に含めており
ます。
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【会計上の見積りに関する注記】
（のれん及び顧客関係資産の評価）

（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
の れ ん 352,253千円
顧 客 関 係 資 産 216,600千円
上記は、株式会社タマリ工業に関連する計上金額となります。

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社は、レーザに関する生産設備の設計・製作において高い技術力を有しており、シス
テムインテグレーターとしての機能を備えている株式会社タマリ工業の株式を取得する
ことで、これまで当社グループが培ってきたレーザ事業においてシナジー効果が見込ま
れ、更にはFAシステム事業とも有機的な連携を図ることで、顧客への提供価値を向上
させ、トータルソリューションを提供できる体制の構築を一層加速させることが可能と
判断し、2019年11月に株式会社タマリ工業の株式を取得しており、取得原価の一部を
株式会社タマリ工業及びその子会社に関連するのれん及び顧客関係資産に配分しており
ます。
当該のれん及び顧客関係資産のうち、株式会社タマリ工業について減損の兆候を識別し
ましたが、減損損失を認識するかどうかの判定に際して、割引前将来キャッシュ・フロ
ーの総額と、のれんを含むより大きな単位での資産グループ合計の帳簿価額とを比較し
た結果、割引前将来キャッシュ・フローが帳簿価額を上回ったため、当連結会計年度に
おいて、減損損失の認識は不要と判断しました。
将来キャッシュ・フローは、株式会社タマリ工業の経営者により承認された事業計画を
基礎とし、将来の不確実性を考慮して見積っております。当該将来キャッシュ・フロー
は将来の売上の予測や利益率の予測、その他の費用の予測などの不確実性を伴う重要な
会計上の見積りが含まれるものであり、主として受注獲得予測、売上の成長率、変動費
率、固定費の発生状況などに仮定を用いており、これらの影響を受けて変動します。株
式会社タマリ工業に関連する市場環境の悪化、技術的な環境の悪化等により、将来キャ
ッシュ・フローの予測が大きく変動した場合には、翌連結会計年度において、減損損失
を認識する可能性があります。
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【追加情報】
（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

当社は、当社従業員（以下「従業員」といいます。）を対象に、当社の持続的な企業価値
の向上に繋げることを目的に、従業員インセンティブ・プラン「株式付与ESOP信託」（以
下「本制度」といいます。）を導入しております。

（1）本制度の概要
本制度では、株式付与ESOP（Employee Stock Ownership Plan）信託（以下
「ESOP信託」といいます。）と称される仕組みを採用いたします。従業員インセンティ
ブ・プランとしてESOP信託が取得した当社株式を、予め定める株式交付規程に基づき、
一定の要件を充足する従業員に交付するものであります。
ESOP信託の導入により、従業員は当社株式の株価上昇による経済的な利益を収受する
ことができるため、株価を意識した業務遂行を促すとともに、従業員の勤労意欲を高め
る効果が期待できます。
また、ESOP信託の信託財産に属する当社株式に係る議決権行使は、受益者候補である
従業員の意思が反映される仕組みであり、従業員の経営参画を促す企業価値向上プラン
として有効であります。

（2）信託に残存する自社の株式
信託に残存する自社の株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）によ
り、純資産の部に自己株式として計上しております。前連結会計年度末および当連結会
計年度末における当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、444,032千円、425,400株
であります。

【連結貸借対照表に関する注記】
1. 受取手形、売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額

は、それぞれ以下のとおりであります。
受 取 手 形 87,741千円
売 掛 金 6,959,274千円
契 約 資 産 1,163,612千円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 7,131,633千円
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【連結損益計算書に関する注記】
１．固定資産売却益

固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。
建 物 及 び 構 築 物 96,992千円
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 12,527千円
土 地 45,000千円
そ の 他 85,867千円

計 240,387千円

２．減損損失
当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上い
たしました。
場 所 用 途 種 類 減損損失

山形県鶴岡市 遊休資産

建 物 及 び 構 築 物 21,022千円
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 2,231千円
土 地 1,344千円
その他（有形固定資産） 39,123千円
その他（無形固定資産） 5,556千円

中国上海市 遊休資産
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 9,701千円
その他（有形固定資産） 783千円

当社グループ資産のグルーピング方法は、投資の意思決定単位を基本とし、販売部門につ
いては各販売拠点を１単位に、製造部門については各工場を１単位に、賃貸施設について
は各賃貸物件を１単位としております。また、売却予定資産及び将来の使用が明確でない
遊休資産（稼働率の低下により実質的遊休状態の資産を含む）については、個々の物件単
位でグルーピングをしております。
上記の減損対象グループは、当社の連結子会社である株式会社N.Y.TEC及び那電久寿機器
（上海）有限公司に関連する固定資産について、事業環境の変化により遊休資産となったた
め、資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額しており、当該減少額を減損損失と
して特別損失に計上しております。
なお、回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、正味売却価額の算定にあたっ
ては、株式会社N.Y.TECにつきましては不動産等の鑑定評価額を基に合理的な調整を行っ
て算出した金額を使用しており、那電久寿機器（上海）有限公司につきましては売却が見
込まれる資産については売却予定価額により評価し、その他の資産については転用ができ
ないため備忘価額１円として評価しております。



― 43 ―

３．事業再編損失
那電久寿機器（上海）有限公司の事業再編に係る損失であり、拠点移転に伴う特別退職金
等について計上しております。

【連結株主資本等変動計算書に関する注記】
1. 発行済株式の種類及び総数 普通株式 8,800,500株
2. 配当に関する事項
（1）配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日
2025年７月29日
定 時 株 主 総 会 普通株式 192,389千円 22.00円 2025年

４月30日
2025年
７月30日

2025年12月９日
取 締 役 会 普通株式 94,154千円 11.00円 2025年

10月31日
2026年
１月15日

（注）1. 2025年７月29日定時株主総会決議による配当金の総額には、日本マスタートラスト信託銀行株式
会社（株式付与ESOP信託口）が保有する当社株式に対する配当金9,358千円が含まれております。

2. 2025年12月９日取締役会決議による配当金の総額には、日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（株式付与ESOP信託口）が保有する当社株式に対する配当金4,679千円が含まれております。

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる
もの
2026年７月28日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次
のとおり予定しております。

① 配当金の総額……………………… 167,428千円
② １株当たり配当額……………………… 20.00円
③ 基準日………………………… 2026年４月30日
④ 効力発生日…………………… 2026年７月29日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。また、当該配
当金の総額には、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（株式付与ESOP信託口）が
保有する当社株式に対する配当金8,508千円が含まれております。
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【金融商品に関する注記】
1. 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については主に安全性の高い預金等で運用しており、資金調達
については銀行等の金融機関からの借入れにより調達しております。
受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されており、債権管理規程
などの社内規程に従いリスク軽減を図っております。
投資有価証券は主に株式であり、発行体の信用リスク及び市場価額の変動リスクに晒され
ており、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しております。
借入金及びリース債務は、主に運転資金及び設備投資に必要な資金の調達を目的としたも
のであり、金利変動リスクに晒されております。
デリバティブ取引は、外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引に係る為替の変動リスクに
対するヘッジを目的とした為替予約取引であり、為替リスク管理規程などの社内規程に従
いリスク軽減を図っており、投機目的の取引は行わない方針であります。また、デリバテ
ィブ取引の相手方は信用力の高い金融機関に限定しており、信用リスクはほとんどないと
判断しております。

2. 金融商品の時価等に関する事項
2026年４月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次
のとおりであります。

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額
投 資 有 価 証 券 2,274,883千円 2,274,883千円 ー千円

資 産 計 2,274,883千円 2,274,883千円 ー千円
デリバティブ取引(*3)

ヘッジ会計が適用されていないもの （62,993千円） （62,993千円） ー千円
（*1）「現金及び預金」、「受取手形及び売掛金」、「電子記録債権」、「支払手形及び買掛金」、「電子記録債務」、

「リース債務」、「未払法人税等」及び「未払消費税等」については現金であること、及び短期間で決済さ
れるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、また「長期借入金（１年内返済予定のものを
含む）」は金額的重要性が乏しいため、記載を省略しております。

（*2）市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計
上額は以下のとおりであります。

区 分 連結貸借対照表計上額
非 上 場 株 式 1,963,233千円

（*3）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項
目については、（ ）を付しております。
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3. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下
の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において

形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価
格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプッ
ト以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン
プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに
時価を分類しております。
時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

区 分
時 価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投 資 有 価 証 券
そ の 他 有 価 証 券
株 式 2,194,681千円 73,106千円 ー千円 2,267,787千円
そ の 他 ー千円 7,096千円 ー千円 7,096千円

資 産 計 2,194,681千円 80,202千円 ー千円 2,274,883千円
デ リ バ テ ィ ブ 取 引
通 貨 関 連 ー千円 62,993千円 ー千円 62,993千円

負 債 計 ー千円 62,993千円 ー千円 62,993千円
（注） 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券
活発な市場で取引されている上場株式はレベル１の時価に分類しております。東京証券取引所プライ
ム市場で取引されている株式がこれに含まれます。
公表された相場価格を用いていたとしても市場が活発でない場合にはレベル２の時価に分類しており
ます。東京証券取引所プライム市場以外で取引されている株式及び地方債がこれに含まれます。ま
た、市場における取引価格が存在しない投資信託について、解約または買戻請求に関して市場参加者
からリスクの対価を求められるほどの重要な制限がない場合には基準価格を時価とし、レベル２の時
価に分類しております。

デリバティブ取引
為替予約の時価は、金利や為替レート等の観察可能なインプットを用いて割引現在価値法により算定
しており、レベル２の時価に分類しております。
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【収益認識に関する注記】
1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）
報告セグメント

合 計
日 本 北 米 中 国 東南アジア 計

プロセスソリューション事業 5,695,852 2,853,133 286,955 213,003 9,048,945 9,048,945
ファクトリーオートメーション事業 10,447,809 228,251 401,073 991,731 12,068,866 12,068,866
システムインテグレーション事業 4,516,658 44,586 − 1,295,228 5,856,474 5,856,474
制 御 部 品 事 業 5,468,503 − 601,803 117,538 6,187,845 6,187,845
スマートエナジー事業 − 3,676,062 − − 3,676,062 3,676,062

顧客との契約から生じる収益 26,128,824 6,802,034 1,289,833 2,617,501 36,838,193 36,838,193
外部顧客への売上高 26,128,824 6,802,034 1,289,833 2,617,501 36,838,193 36,838,193
（注） 当連結会計年度から事業区分について、「スマートエナジー事業」を新たに追加しております。

2. 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「【連結計算書類の作成のための基本となる重要
な事項】 4. 会計方針に関する事項 （5）重要な収益及び費用の計上基準」に記載のと
おりであります。

3. 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並
びに当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると
見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

（1）契約資産及び契約負債の残高等
（単位：千円）

当連結会計年度
顧客との契約から生じた債権（期首残高） 10,440,576
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 8,138,565
契 約 資 産 （期 首 残 高） 1,068,696
契 約 資 産 （期 末 残 高） 1,163,612
契 約 負 債 （期 首 残 高） 1,327,004
契 約 負 債 （期 末 残 高） 2,002,395

契約資産は、主に工事請負及びソフトウエア開発の請負契約のうち、一定期間にわたり
履行義務が充足される契約について、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗
度に基づき収益を認識しているが未請求となっている対価に対する当社及び連結子会社
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の権利に関するものであります。契約資産は、対価に対する当社及び連結子会社の権利
が無条件になった時点で顧客との契約から生じた債権に振替えられます。
契約負債は、一定期間にわたり充足される履行義務の進捗度を見積り、収益を認識する
主に工事請負及びソフトウエア開発の請負契約について、顧客からの前受金に関連する
ものであります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。
当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額
は、1,327,004千円であります。また、当連結会計年度において、契約負債が
675,391千円増加した主な理由は、前受金の増加によるものであり、契約資産が
94,916千円増加した主な理由は、進捗度に応じて認識した収益の計上によるものであ
ります。
過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から、当連結会計年度に認識した
重要な収益（主に、取引価格の変動）はありません。

（2）残存履行義務に配分した取引価格
当社及び連結子会社では、個別の予想契約期間１年を超える重要な取引がないため、実
務上の便法を適用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。また、顧
客の契約から生じる対価のなかに、取引価格に含まれていない重要な金額はありませ
ん。

【１株当たり情報に関する注記】
1. １株当たり純資産額 2,536円18銭
2. １株当たり当期純利益 81円12銭
（注） 株主資本において自己株式として計上されている日本マスタートラスト信託銀行株式会社（株式付与

ESOP信託口）が保有する当社株式は、１株当たり純資産額の算定上、普通株式の期末発行済株式総数
から控除する自己株式に、また、１株当たり当期純利益の算定上、普通株式の期中平均株式数の計算に
おいて控除する自己株式にそれぞれ含めております。
当該自己株式の期末株式数 425,400株 当該自己株式の期中平均株式数 425,400株

【重要な後発事象に関する注記】
（自己株式の消却）

当社は、2025年12月９日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき、自
己株式の消却を行うことを決議し、2026年６月26日付で自己株式を消却しております。

（1）消却した株式の種類 当社普通株式
（2）消却した株式の総数 194,500株

（消却前の発行済株式総数に対する割合 2.2％）
（3）消却実施日 2026年６月26日
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（取得による企業結合）
当社は、2026年５月12日開催の取締役会において、株式会社Robofullの株式を取得して
子会社化することを決議いたしました。また、2026年５月21日付で株式を取得したこと
により子会社化いたしました。

（1）企業結合の概要
① 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称 株式会社Robofull
事業の内容 ロボットを中心とした自働化設備の設計・製作・販売

② 企業結合を行った主な理由
当社グループは、2027年４月期を最終年度として策定した中期経営計画において、
未開拓分野・成長分野への展開による新たな事業の柱を創出するグループ事業戦略を
推進しております。
こうした戦略の一環として当社グループは、中長期的に安定した成長が見込まれる物
流分野を重要な成長機会と位置付けております。
株式会社Robofullは、中堅製造業の自働化を支えるロボットシステムの設計・製作な
どを行っており、当社グループのファクトリーオートメーション事業と高い親和性を
有するスタートアップ企業であります。
本株式取得により、成長市場である物流分野における新たな事業基盤の確立にとどま
らず、ファクトリーオートメーション事業全体の競争力強化に加え、人財交流・知見
共有を通じた当社グループの組織風土・行動様式の変革を促し、持続的成長を実現す
るためのグループ総合力の更なる強化を図ってまいります。

③ 企業結合日
2026年５月21日

④ 企業結合の法的形式
株式取得

⑤ 結合後企業の名称
変更はありません。

⑥ 取得した議決権比率
100.0％

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として株式を取得したことによるものであります。
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（2）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価 現金 445,713千円
取得原価 445,713千円

（3）主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリーに対する報酬・手数料等 4,800千円

（4）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
現時点では確定しておりません。

（5）企業結合日に受入れた資産及び引受けた負債の額並びにその主な内訳
現時点では確定しておりません。

（自己株式の取得及び消却）
当社は、2026年６月11日付で、会社法第370条及び当社定款第24条に基づく取締役会
の決議に替わる書面決議により、同法第165条第３項の規定により読替えて適用される同
法第156条の規定に基づき、自己株式の取得に係る事項について決議するとともに、同法
第178条の規定に基づき、自己株式の消却を行うことを決議いたしました。

（1）自己株式の取得及び消却を行う理由
株主の皆様への利益還元および資本効率の向上を図るため、自己株式の取得及び消却を
行うものであります。

（2）取得に係る事項の内容
① 取得対象株式の種類 当社普通株式
② 取得し得る株式の総数 230,000株（上限）

（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合 2.7
％）

③ 株式の取得価格の総額 ２億円（上限）
④ 取得する期間 2026年６月12日〜2026年11月30日
⑤ 取得する方法 東京証券取引所における市場買付

（3）消却に係る事項の内容
① 消却対象株式の種類 当社普通株式
② 消却する株式の総数 上記（2）に基づき取得した自己株式の全株式数
③ 消却予定日 2026年12月25日

※記載金額及び比率は、表示単位未満を切捨てて表示しております。
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計算書類
貸借対照表（2026年４月30日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
流 動 負 債

支 払 手 形
電 子 記 録 債 務
買 掛 金
未 払 金
未 払 費 用
未 払 法 人 税 等
製 品 保 証 引 当 金
役 員 賞 与 引 当 金
そ の 他

固 定 負 債
繰 延 税 金 負 債
退 職 給 付 引 当 金
従業員株式給付引当金
そ の 他

6,864,654
4,277

2,021,280
2,504,678
128,609
308,714
40,944

106,181
34,200

1,715,766
704,507
423,348
159,782
61,857
59,519

流 動 資 産 12,400,834
現 金 及 び 預 金 935,665
受 取 手 形 21,351
電 子 記 録 債 権 1,040,694
売 掛 金 3,853,347
契 約 資 産 132,490
商 品 及 び 製 品 945,822
短 期 貸 付 金 3,424,046
そ の 他 2,179,743
貸 倒 引 当 金 △132,327

固 定 資 産 9,847,540
有 形 固 定 資 産 1,246,497
建 物 330,151
構 築 物 4,801
機 械 及 び 装 置 0
車 両 運 搬 具 0 負 債 合 計 7,569,161
工 具、 器 具 及 び 備 品 182,869 （純 資 産 の 部）

株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金
土 地 圧 縮 積 立 金
別 途 積 立 金
繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式
評 価 ・ 換 算 差 額 等

その他有価証券評価差額金

13,327,162
1,028,078
751,733
751,733

12,414,258
257,019

12,157,238
36,751

11,450,000
670,486

△866,907
1,352,051
1,352,051

土 地 728,675
無 形 固 定 資 産 321,522
借 地 権 9,560
ソ フ ト ウ エ ア 19,161
ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定 286,980
電 話 加 入 権 5,821

投 資 そ の 他 の 資 産 8,279,519
投 資 有 価 証 券 2,263,836
関 係 会 社 株 式 5,206,323
関 係 会 社 出 資 金 308,663
長 期 貸 付 金 374,876
差 入 保 証 金 54,117
破 産 更 生 債 権 等 28,554
そ の 他 233,317
貸 倒 引 当 金 △190,169 純 資 産 合 計 14,679,213

資 産 合 計 22,248,375 負 債 純 資 産 合 計 22,248,375
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損益計算書（2025年５月１日から2026年４月30日まで）
（単位：千円）

科 目 金 額
売 上 高 22,456,759
売 上 原 価 18,893,507

売 上 総 利 益 3,563,252
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,055,597

営 業 利 益 507,654
営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 529,872
賃 貸 収 入 92,676
雑 収 入 28,390 650,940

営 業 外 費 用
支 払 利 息 9,548
賃 貸 費 用 40,969
為 替 差 損 17,988
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 26,720
雑 損 失 7,788 103,014
経 常 利 益 1,055,580

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 45,036 45,036

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 2,135
関 係 会 社 株 式 評 価 損 211,835 213,970
税 引 前 当 期 純 利 益 886,645
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 218,077
法 人 税 等 調 整 額 38,614 256,691
当 期 純 利 益 629,953
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株主資本等変動計算書（2025年５月１日から2026年４月30日まで）
（単位：千円）

株 主 資 本
資 本 金 資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 その他資本剰余金 資 本 剰 余 金 合 計
当 期 首 残 高 1,028,078 751,733 112 751,845
事 業 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当
当 期 純 利 益
自 己 株 式 の 取 得
自 己 株 式 の 処 分 892 892
自 己 株 式 の 消 却 △1,004 △1,004
株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純額）

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 − − △112 △112
当 期 末 残 高 1,028,078 751,733 − 751,733

株 主 資 本
利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金 そ の 他 利 益 剰 余 金 利 益 剰 余 金
合 計土地圧縮積立金 別 途 積 立 金 繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 257,019 36,751 11,450,000 576,162 12,319,933
事 業 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △286,543 △286,543
当 期 純 利 益 629,953 629,953
自 己 株 式 の 取 得
自 己 株 式 の 処 分
自 己 株 式 の 消 却 △249,085 △249,085
株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純額）

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 − − − 94,324 94,324
当 期 末 残 高 257,019 36,751 11,450,000 670,486 12,414,258

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計自 己 株 式 株 主 資 本 合 計 その他有価証券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 △743,541 13,356,315 266,228 266,228 13,622,543
事 業 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △286,543 △286,543
当 期 純 利 益 629,953 629,953
自 己 株 式 の 取 得 △386,647 △386,647 △386,647
自 己 株 式 の 処 分 13,191 14,084 14,084
自 己 株 式 の 消 却 250,090 − −
株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純額） 1,085,823 1,085,823 1,085,823

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 △123,365 △29,153 1,085,823 1,085,823 1,056,670
当 期 末 残 高 △866,907 13,327,162 1,352,051 1,352,051 14,679,213
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個別注記表
【重要な会計方針】
1. 資産の評価基準及び評価方法
（1）有 価 証 券

子 会 社 株 式 及 び
関 連 会 社 株 式

……移動平均法による原価法を採用しております。

そ の 他 有 価 証 券
市場価格のない
株式等以外のもの

……時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）を採用しております。

市場価格のない株式等……移動平均法による原価法を採用しております。
（2）棚 卸 資 産

商 品……移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低
下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

製 品……個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に
基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。

（3）デ リ バ テ ィ ブ……時価法を採用しております。
2. 固定資産の減価償却の方法
（1）有 形 固 定 資 産……定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取

得した建物（附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取
得した附属設備及び構築物については、定額法を採用しておりま
す。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物 ８〜50年

（2）無 形 固 定 資 産……定額法を採用しております。
ソフトウエア ５年

3. 引当金の計上基準
（1）貸 倒 引 当 金……債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収
可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（2）製 品 保 証 引 当 金……製品保証による支出に備えるため、過去の実績に基づく発生見込
額を計上しているほか、発生額を個別に見積ることができる費用
については当該見積額を計上しております。
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（3）役 員 賞 与 引 当 金……役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、当事業年度にお
ける支給見込額を計上しております。

（4）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき計上しております。
退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は、次のとおりであります。

退職給付見込額の
期 間 帰 属 方 法

……退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末ま
での期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によって
おります。

数理計算上の差異
及び過去勤務費用
の 費 用 処 理 方 法

……過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額を費用
処理することとしております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分
した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとして
おります。

（5）従業員株式給付引当金……当社従業員への当社株式の給付に備えるため、株式交付規程に基
づく当事業年度末の株式給付債務の見込額を計上しております。
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4. 収益及び費用の計上基準
（1）商 品 及 び 製 品……商品及び製品の販売に係る収益は、主に卸売による販売であり、

顧客との販売契約に基づいて商品及び製品を引渡す履行義務を負
っております。約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した
時点で、当該財又はサービスと交換に受取ると見込まれる金額で
収益を認識しております。履行義務の充足時点については、商品
及び製品を顧客に引渡した時点又は顧客が検収した時点としてお
りますが、これは当該時点が商品及び製品の法的所有権、物理的
占有、商品及び製品の所有に伴う重大なリスク及び経済価値が顧
客に移転し、顧客から取引対価の支払いを受ける権利を得ている
と判断できるためであります。なお、国内の販売においては、出
荷時から顧客による検収時までの期間が通常の期間である場合に
は、出荷時に収益を認識しております。履行義務を充足してから
対価を受領するまでの期間が通常は１年以内であるため、当該顧
客との契約に基づく債権について、重要な金融要素の調整は行っ
ておりません。

（2）工 事 請 負 及 び
ソフトウエア開発

……工事請負及びソフトウエア開発は請負契約等を締結の上、基本的
な仕様や作業内容を顧客の指図に基づいて製造等を行っており、
完成した機械装置等を顧客に引渡す履行義務を負っております。
一定期間にわたり履行義務が充足される契約については、期間が
ごく短い工事等を除き、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、
当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識しておりま
す。進捗度の測定は、各報告期間の期末日までに発生した工事原
価が、予想される工事原価の総額に占める割合に基づいて行って
おります。なお、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積る
ことができないものの、当該履行義務を充足する際に発生する費
用を回収することが見込まれる場合には、原価回収基準により収
益を認識しております。履行義務を充足してから対価を受領する
までの期間が通常は１年以内であるため、当該顧客との契約に基
づく債権について、重要な金融要素の調整は行っておりません。
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5. 重要なヘッジ会計の方法
（1）ヘッジ会計の方法……繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、振当処理の要件を満

たしている場合には振当処理を採用しております。
（2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘ ッ ジ 手 段……為替予約
ヘ ッ ジ 対 象……外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引

（3）ヘ ッ ジ 方 針……為替の相場変動に伴うリスクの軽減を目的に通貨に係るものを対
象としてデリバティブ取引を行っており、投機目的の取引は行わ
ない方針であります。

（4）ヘッジ有効性評価の方法……為替予約については、ヘッジ対象に対し同一通貨建による同一期
日のものをそれぞれ振当てているため、その後の為替相場の変動
による相関関係は確保されており、その判定をもって有効性の判
定に変えておりますので、決算日における有効性の評価を省略し
ております。

6. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
（1）外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と
して処理しております。

（2）退職給付に係る会計処理
退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理
方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理方法と異なっております。
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【会計上の見積りに関する注記】
（子会社株式の評価）

（1）当事業年度の計算書類に計上した金額
関 係 会 社 株 式 2,374,540千円
上記は、株式会社タマリ工業の株式の計上金額となります。

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社は、レーザに関する生産設備の設計・製作において高い技術力を有しており、シス
テムインテグレーターとしての機能を備えている株式会社タマリ工業の株式を取得する
ことで、これまで当社グループが培ってきたレーザ事業においてシナジー効果が見込ま
れ、更にはFAシステム事業とも有機的な連携を図ることで、顧客への提供価値を向上
させ、トータルソリューションを提供できる体制の構築を一層加速させることが可能と
判断し、2019年11月に株式会社タマリ工業の株式を取得しております。
当該株式は同社の超過収益力等を反映して、財務諸表から得られる１株当たり純資産額
に比べて高い価額で取得していますが、当事業年度末時点における将来キャッシュ・フ
ローを用いた収益還元法等に基づき算定した実質価額は帳簿価額に比べ著しく低下して
おらず、当事業年度において当該株式の減損処理は不要と判断しました。
将来キャッシュ・フローは、株式会社タマリ工業の経営者により承認された事業計画を
基礎とし、将来の不確実性を考慮して見積っております。当該将来キャッシュ・フロー
は将来の売上の予測や利益率の予測、その他の費用の予測などの不確実性を伴う重要な
会計上の見積りが含まれるものであり、主として受注獲得予測、売上の成長率、変動費
率、固定費の発生状況などに仮定を用いており、割引率においても金利や市場環境等の
影響を受けて変動します。株式会社タマリ工業に関連する市場環境の悪化、技術的な環
境の悪化等により、将来キャッシュ・フローの予測が大きく変動した場合には、翌事業
年度において、当該株式の減損処理を行う可能性があります。
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【追加情報】
（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

連結計算書類「追加情報」に同一の内容を記載しておりますので、注記を省略しておりま
す。

【貸借対照表に関する注記】
1. 有形固定資産の減価償却累計額 2,045,396千円
2. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短 期 金 銭 債 権 5,697,725千円
長 期 金 銭 債 権 374,876千円
短 期 金 銭 債 務 1,986,336千円

3. 取締役に対する金銭債務
長 期 金 銭 債 務 27,280千円

【損益計算書に関する注記】
関係会社との取引高
営業取引による取引高
売上高 1,011,996千円
仕入高 3,976,001千円
その他の営業取引高 11,941千円

営業取引以外の取引による取引高 610,430千円

【株主資本等変動計算書に関する注記】
1. 自己株式の種類及び数 普通株式 854,486株
（注） 普通株式の自己株式には、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（株式付与ESOP信託口）が保有す

る当社株式425,400株が含まれております。
2. 従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する事項

当期首及び当期末の自己株式数に含まれる信託が保有する自社の株式数
当期首 425,400株 当期末 425,400株
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【税効果会計に関する注記】
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（繰延税金資産）
貸倒引当金 95,092千円
製品保証引当金 33,447千円
退職給付引当金 51,354千円
従業員株式給付引当金 19,484千円
未払賞与 72,954千円
未払社会保険料 11,985千円
未払事業税 5,520千円
長期未払金 8,435千円
譲渡制限付株式報酬 30,337千円
減価償却費 12,724千円
投資有価証券評価損 321,457千円
その他 54,878千円
繰延税金資産小計 717,671千円

評価性引当額 △490,981千円
繰延税金資産合計 226,690千円

（繰延税金負債）
土地圧縮積立金 △16,900千円
その他有価証券評価差額金 △616,399千円
その他 △16,737千円
繰延税金負債合計 △650,038千円
繰延税金負債の純額 △423,348千円

【収益認識に関する注記】
顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、連結計算書類「収益認識に関する注記」に
同一の内容を記載しておりますので、注記を省略しております。
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【関連当事者との取引に関する注記】

種類 会社等の名称 所在地 資本金又は
出資金 事業の内容

議決権等の所有
又は被所有割合

(％)
関連当事者
との関係

子会社

株式会社
ナ・デックス
プロダクツ

岐阜県
可児市 98,350千円

抵抗溶接制御装置、電
子制御機器及び鈑金加
工等の製造・販売
電子制御部品等の販売

所有
直接100.0

製品の仕入
資金の借入

株式会社
タマリ工業

愛知県
西尾市 10,000千円 各種産業用設備等の製

造・販売
所有

直接100.0
資金の援助
役員の兼任

株式会社
テクノシステム

浜松市
中央区 10,000千円 各種産業用設備等の製

造・販売
所有

間接100.0 資金の借入

株式会社
N.Y.TEC

新潟市
北区 10,000千円 各種産業用設備等の製

造・販売
所有

直接100.0
製品の仕入
資金の援助
役員の兼任

NADEX OF
AMERICA
CORP.

米国
デラウェア州

471,757
US＄

WELDING
TECHNOLOGY
CORP.などの持株会社

所有
直接100.0

資金の援助
役員の兼任

NADEX
MEXICANA,
S.A. de C.V.

メキシコ
ケレタロ

6,400千
MXN

各種産業用設備等の製
造・販売

所有
直接99.0 資金の援助

NADEX
(THAILAND)
CO.,LTD.

タイ
バンコク

10,000千
THB

溶接機器、各種産業用
設備等の販売

所有
直接49.0 製品の販売
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種類 会社等の名称 取引の内容 取引金額
(千円) 科 目 期末残高

(千円)

子会社

株式会社
ナ・デックス
プロダクツ

仕入代金の立替 ― その他流動資産（立替金） 379,673
抵抗溶接制御装置
の仕入(注)１ 2,276,468 買 掛 金 243,251

資金の借入(注)２
利息の支払(注)２

432,979
2,793 その他流動負債（CMS預り金） 896,426

株式会社
タマリ工業

資金の貸付(注)２
利息の受取(注)２

688,129
5,537 その他流動資産（CMS預け金） 582,935

産業用設備の仕入
(注)１ 711,093 買 掛 金 475,814

株式会社
テクノシステム

資金の借入(注)２
利息の支払(注)２

238,440
1,340 その他流動負債（CMS預り金） 289,557

株式会社
N.Y.TEC

資金の貸付(注)２
利息の受取(注)２

942,461
7,506 その他流動資産（CMS預け金） 748,661

資金の回収
利息の受取(注)３

104,857
1,609

短 期 貸 付 金
長 期 貸 付 金

104,857
374,876

NADEX OF
AMERICA
CORP.

資金の貸付(注)３
利息の受取(注)３

2,627,830
29,655 短 期 貸 付 金 2,627,830

NADEX
MEXICANA,
S.A. de C.V.

利息の受取(注)３
貸倒引当金繰入額
(注)４

7,481
26,820 短 期 貸 付 金 293,416

NADEX
(THAILAND)
CO.,LTD.

産業用設備の販売
(注)１ 516,485 売 掛 金 234,929

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）1. 取扱製品の販売又は購入についての価格その他の取引条件は、一般的な取引条件を参考に決定して

おります。
2. 資金の貸付及び借入については、CMS（キャッシュ・マネジメント・システム）に係るものであり、

市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
なお、取引金額は、期中の平均残高を記載しております。

3. 資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
なお、担保の提供は受けておりません。

4. NADEX MEXICANA, S.A. de C.V.への短期貸付金に対し、貸倒引当金132,327千円を計上してお
ります。
なお、当事業年度において、26,820千円の貸倒引当金繰入額を営業外費用に計上しております。
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【１株当たり情報に関する注記】
1. １株当たり純資産額 1,847円36銭
2. １株当たり当期純利益 77円46銭
（注） 株主資本において自己株式として計上されている日本マスタートラスト信託銀行株式会社（株式付与

ESOP信託口）が保有する当社株式は、１株当たり純資産額の算定上、普通株式の期末発行済株式総数
から控除する自己株式に、また、１株当たり当期純利益の算定上、普通株式の期中平均株式数の計算に
おいて控除する自己株式にそれぞれ含めております。
当該自己株式の期末株式数 425,400株 当該自己株式の期中平均株式数 425,400株

【重要な後発事象に関する注記】
（自己株式の消却）

連結計算書類「重要な後発事象に関する注記」に同一の内容を記載しておりますので、注
記を省略しております。

（取得による企業結合）
連結計算書類「重要な後発事象に関する注記」に同一の内容を記載しておりますので、注
記を省略しております。

（自己株式の取得及び消却）
連結計算書類「重要な後発事象に関する注記」に同一の内容を記載しておりますので、注
記を省略しております。

※記載金額及び比率は、表示単位未満を切捨てて表示しております。
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監査報告書
連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2026年６月26日

株式会社ナ・デックス
取締役会 御中

有限責任監査法人 トーマツ
名古屋事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 今 泉 誠

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 水 越 徹

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ナ・デックスの2025年５月１日から2026年４月30日まで

の連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表につ
いて監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ナ・デックス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点におい
て適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査

法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関
する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立して
おり、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査
証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにあ

る。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。
当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容

に対して意見を表明するものではない。
連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連

結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な
相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告すること

が求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示す

ることにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要
と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場
合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がない

かどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。
虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与
えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判

断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案
し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を
入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の
実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連
する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、
継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。
継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起す
ること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見
を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象
や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう
かとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計
事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手す
るために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責
任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な
不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因
を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2026年６月26日

株式会社ナ・デックス
取締役会 御中

有限責任監査法人 トーマツ
名古屋事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 今 泉 誠

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 水 越 徹

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ナ・デックスの2025年５月１日から2026年４月30

日までの第76期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその
附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類

等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査

法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関す
る規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査
人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと
判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにあ

る。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視
することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に

対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算

書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違
以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告すること

が求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示する

ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判
断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価

し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合に
は当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないか

どうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽
表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると
合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判

断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案
し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を
入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連
する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継
続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継
続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起するこ
と、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明す
ることが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況に
より、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうか
とともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を
適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な
不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因
を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書

監 査 報 告 書
当監査役会は、2025年５月１日から2026年４月30日までの第76期事業年度における取締役の職務の執行に関して、各監

査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取

締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査室そ

の他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしま
した。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。ま
た、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の
報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及
びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３
項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につ
いて、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を
表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に
行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業
会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本
等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本
等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

2. 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報
告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年６月29日
株式会社ナ・デックス 監査役会
常任監査役(常勤) 渡 邊 修 ㊞
監 査 役 仙 田 正 典 ㊞
監 査 役 横 井 陽 子 ㊞

（注）監査役仙田正典及び横井陽子は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役であ
ります。

以 上
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株主総会会場ご案内図

会 場 名古屋市中区古渡町９番27号
株式会社ナ・デックス 本社会議室

公共交通機関 ○金山総合駅
(JR東海金山駅・名鉄金山駅・地下鉄金山駅)
下車徒歩約10分

○地下鉄東別院駅 下車徒歩約７分

ご来場に当たりサポートが必要な方は、事前にお電話でご連絡ください。
株式会社ナ・デックス 電話：052-323-2211（代表）

（土日祝日および当社指定休日を除く８:45〜17:30）


